
東京ゼロエミ住宅補助等の支援で進展
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都内オンサイト
再エネ設備設置
(太陽光パネル等)

都外再エネ設備(PPA等)
再エネ100％等電力の

利用促進

電力供給側(系統電力)

の再エネ割合拡大

再エネ電力のグループ購入

エネルギー環境計画書の再エネ供給目標設定等
による強化

RE100など企業の取組開始

キャップ＆トレード制度等の強化

サプライチェーンの強化

再エネ割合の段階的な拡大
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2030年度新目標

2019年度

現目標
130万kW

３倍超

61.0万kW

200万kW
以上

都内太陽光発電設備導入量（オンサイト設置目標）

再エネ割合の
高い電力メニュー
の拡大等

再エネ設備価格低下による一層の設置拡大

2021 ～2026 ～2030 ～2050

都内再エネ電力利用割合 21％程度 30％程度 50％程度 100％脱炭素化

新築建物への設置義務化等で
大きく加速

一層の設置拡大

地方連携の強化、風力発電の拡大等

設置可能な都有施設へ100％設置都有施設への設置拡大（累計2万kW）
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都内オンサイト設置

都外再エネ設備(PPA)

系統電力再エネ割合

単位 (%)

再エネ100%等電力

都内再エネ電力利用割合

薄膜太陽光発電など新技術による再エネ
の拡大等

都外PPA(都内消費)支援策により
設置推進

東京ゼロエミ住宅への
税制面での優遇措置

都外再エネ(都外消費)の設置支援で促進

（新築・既存建物等）

※2 ※1 東京電力管内
※2 都内事業所に環境価値を還元

※1

都内事業所への設置(都内消費)支援を拡充

カーボンハーフの実現に向けた再エネ施策展開イメージ 資料４


